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１．はじめに 

 

我が国では1960年代以降、モータリゼーションの進

展が続き、自動車交通に過度に依存した社会となった。

このため交通混雑が激しくなり、都心地区へのアクセス

性が低下する一方で、道路整備によって利便性が向上し

た郊外には大型店舗の進出が相次いだ。これによって、

都心地区の相対的な地位が低下した。中心市街地におけ

る売場面積や販売額の比率が年々減尐していることが指

摘されている1)。また、人口が100万人を超すような大

都市でも百貨店の撤退が相次ぐなど、都心地区の衰退は

全国的に深刻化している。 

一方、都心地区の限られた街路空間では、全ての自動

車需要を受け入れることは困難であるという考え方が定

着してきた。さらに、近年の環境意識の高まりを受けて、

歩行者交通の重要性が再認知されるようになってきた。

2009年には「環境モデル都市」が選定されたが、申請

した82都市のうち50都市が徒歩や自転車への交通手段

の転換を目指すとしていた2)。 

多くの都市で快適な歩行者空間づくりが検討されてい

る。魅力的な歩行環境を整備することによって、来街者

の都心商業地区での回遊性を向上させるとともに、地区

内での滞在時間や立ち寄り施設数の増加などが期待され

るからである。すなわち、街路空間を歩行者にとって魅

力的にすることは、地区全体の活性化につなげる方法と

して有効であると考えられるからである。 

トランジットモールに関しては、これまでに柳沢3)、

川上4)、阿部ら5)がそれぞれの対象都市の社会実験をも

とに効果を分析している。本研究で扱う京都市の「歩い

て楽しいまちなか戦略」社会実験でも、多くの調査が行

われ、効果が評価された。しかし、これらの多くは、地

点ごとの歩行者交通量の増加や心象を評価したものが多

く、回遊行動の面的な拡がりを分析したものは尐ない。

本研究は、2007年10月に実施された京都市四条通にお

けるトランジットモール社会実験6)において、回遊行動

がどの程度増加していたかを推定することによって、賑

わいのある都心づくりを目指した歩行環境の整備が、実

際の回遊行動に及ぼす影響を分析することを目的とした。 

 

２．対象地区の概要 

 

本研究では京都市の都心地区を対象とする。具体的

には、御池、河原町、四条、および烏丸通に囲まれたエ

リアである。この地区は古くから京都市の商業、金融、

娯楽の中心であり、歴史的都心地区として位置づけられ

ている地区の中枢である。 

 当該地区内（東西：約880m、南北：約790m）には、

商業施設が点在しており、歩行環境を整備することで回

遊行動の拡がりが期待できるエリアである。また、京都

市は「環境モデル都市」に選定されており、自動車交通

に頼らない歩行者優先のまちづくりが進められている。

特に、対象地区ではトランジットモール化も含めた面的

な歩行空間整備である「歩いて楽しいまちなか戦略」社

会実験が2007年に行われるなど、現実の施策方針とし

て歩行者優先のまちづくりが目指されているエリアであ

る。 

 現状を見ると、この地区の歩行環境は決して望ましい

ものではない。主な130リンク（東西：9、南北：11街

路）のうち、歩行者用道路や歩道などが整備されている

のは59リンクに過ぎない。その他の71リンクでは、自

図-1  対象地区の概略図 6 )  
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動車、自転車、歩行者の混合空間となっており、錯綜が

見られる。このため、来街者の8割近くが当該地区の歩

行空間は„歩きにくい‟と回答している7)。このように、目

指すべき地区の姿と現状は乖離しており、賑わいのある

街を実現するために改善が求められている。 

 当地区におけるこれまでの取り組みとしては、「歩い

て楽しいまちなか戦略」が2006年から始動し、歩行者

優先のまちづくりが検討されてきた。その一環で行われ

た社会実験では、多くの来街者が歩行環境の改善に満足

と回答していた。また、中心街路である四条通の歩行環

境に関しては、歩行空間密度や歩行速度のばらつきが示

され、歩行者が自由に歩きやすい環境となっていたと考

えられる。また、来街者グループが会話を楽しんで横に

並んで歩ける割合は、大通と細街路ともに上昇したこと

が示されている8)。このように、歩行環境改善の効果が

大きいことが示され、効果が認められるが、恒久的な改

善への展開が望まれている。 

 

３．歩行者回遊行動に関する調査 

 

（１）調査の概要 

 既往の研究や四条通の社会実験時の調査では、種々の

効果分析が行われている。しかしながら、これらは断面

交通量の変化や自動車と歩行者の錯綜の減尐など、地点

ごとに評価されているものが多い。トランジットモール

を始めとした街路運用に関する社会実験の効果は、地点

ごとに捉える交通現象の変化だけでなく、歩行者の回遊

行動の増加といった視点からも調べることが重要である。 

本稿では、対象地区において来街者に対する新たな調査

を実施し、回遊行動の現状を把握するとともに、社会実

験時の回遊行動変化の推定を試みた。 

 調査内容は、来街者の基本的な属性に加え、対象地区

内における立ち寄り施設、施設間の歩行経路、滞留時間

である。調査票は、2009年11月28日(土)、29日(日)に街

頭で配布し、後日郵送にて回収した。なお、多様な被験

者が確保できるように考慮し、配布場所は地区内の10

ヶ所とした。各地点で約200部ずつ、全体で計1918部を

配布した。回収部数は624部であった（回収率32.5%）。 

 

（２）属性ごとの回遊行動特性 

 属性ごとの回遊行動特性を示す。ここでは、性別、年

令、利用交通手段に着目して、滞留時間、立ち寄り施設

数、回遊行動距離を集計した。滞留時間とは、来街者が

地区内の交通結節点に到着した時刻から、回遊行動を経

て、帰宅するために交通結節点を出発した時刻までを指

す。また、回遊行動距離とは、来街者が回遊行動を開始

した交通結節点から、終了した交通結節点までの歩行距

離を指す。この結果を、図-2から図-4に示す。 

各項目によって、抽出できた有効サンプル数は異な

り、滞留時間は338件、立ち寄り施設数は549件、回遊

行動距離は304件であった。なお、このため、交通結節

点が明確でない徒歩による来街者については、滞留時間

と回遊行動距離を算出していない。各項目における各属

性のサンプル数は、以下の図中の（ ）内に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

  

全被験者に対する平均滞留時間は3時間32分、平均立

ち寄り施設数は3.44ヶ所、平均回遊行動距離は1,726m

であった。 

性別で見ると、滞留時間と立ち寄り施設数では女性

の方が大きいが、回遊行動距離では男性の方が大きな値

を示す結果となった。男性の方が、限られた時間でも、

遠くまで回遊行動を行っている可能性がうかがえる。 

 年令別では、20歳未満、20歳代、30歳代の三世代は3

項目全てで全平均を上回っており、若年層ほど滞留時間

が長く、立ち寄り施設数が多く、回遊行動距離も長い傾

向にある。 

 利用交通手段別に関しては、同じ公共交通利用者でも、

鉄道利用者の場合には滞留時間が長くなる傾向があるが、

バス利用者の滞留時間は、全体の平均よりも30分以上

短い。これと合わせて、回遊行動距離の短さからみても、

バス利用者の回遊行動には拡がりがない可能性を示唆し

図-4 属性別にみた回遊行動距離 

図-2 属性別にみた滞留時間 

図-3 属性別にみた立ち寄り施設数 



ている。 

また、自動車利用者は、立ち寄り施設数や回遊行動

距離では全体の平均に近いが、滞留時間は1時間程度、

短い値となっている。これは、時間制の駐車料金システ

ムが影響しているためではないかと考えられる。 

 

（２）回遊行動の拡がり 

回遊行動の広がりを調べるために、対象区域を図-5に

示す6ブロックに分けるとともに、商業施設を大規模商

業施設、商店街およびその他の商業施設に区分した。な

お、ここで商店街とは実際のブロックB、Eにおいて他

の商業施設と区別するために設定したものであり、当該

地区における商店街を網羅したものではない。図-5には

合計22施設群ごとの立ち寄り回数が示されており、円

の大きさが立ち寄り行動数を表している。先述のように、

ヒアリングは対象地区において均等に実施されているか

ら、図-5に示す結果は、回遊行動が地区の東側を中心に

展開していることがわかる。また、大規模商業施設の集

客力が大きいこともわかる。 

 

また、回遊行動の形態を見ると、回遊行動を開始し

た交通結節点と異なる交通結節点を終了地点に選択する

回遊行動が半数近くを占めることが明らかとなった。こ

の地区には、鉄道、バスともに多くの交通結節点が存在

するため、来街者が回遊行動を開始した交通結節点にと

らわれることなく、回遊行動の終点を選んでいることが

うかがえる。 

回遊行動は、これが開始された交通結節点が存在す

るブロックへの立ち寄りを中心に行われている一方で、

2割近い人が、最も遠いブロックまで足を延ばしている

来訪者も尐なくないことが明らかとなった。 特に、A.

ブロック北西部から回遊行動を開始した来街者は、最も

離れたFブロック南東部にも半数近い人が足を延ばして

いる。これをさらに詳しく見てみると、表-1に示すよ 

    

 

 

 

うに、回遊行動の開始ブロックと回遊先のブロックの関

係が明らかとなる。 

 

４．マルコフモデルを用いた回遊行動の定量的表現  

  

来訪者の回遊行動は推移確率行列として表わせる。

ここでは、回遊行動が推移確率行列 P とした吸収マル

コフ連鎖モデルの形で再現できるかを確認する。 

 マルコフ連鎖では、“時点 n において状態 i であっ

たとき、次の時点 n+1 で状態 j に推移する確率は、時

点 n-1 以前にどのような状態であったかには、無関係 

 

 

 

 

 

 

 

図-5  立ち寄り行動数の分布 

図-6  回遊行動形態の構成比 

表-1  回遊行動の開始地区と回遊行動の関係 

… 式(1) 



である”という仮定に基づいている。なお、商業地ノー

ド は図-5に示した A から F の6ブロックであり、吸

収ノードは主要交通結節点が存在する A 、C 、D 、F

の4ブロックである。吸収マルコフ連鎖を表現する式は

式(1)に示すとおりである。 

ここで、推移確率行列を用いて、m回目の立ち寄り時

点で来街者が地区内に残っている確率（滞留率）を求め、

これを実態調査から得られた実績値と比較することによ

って、マルコフ連鎖として取扱うことの是非を検討した。

立ち寄り回数の尐ない段階では、実際の値が10%程度大

きくなるが、7ヵ所目以降になると逆に小さくなってお

り差が生じており、若干の差異が見られる。 

 

   

この原因はマルコフモデルの斉次性にあると考えら

れる。すなわち、表-2に示すように、来街者が交通結節

点ノードに吸収される確率は立ち寄り時点ごとに変化し

ており、來街者の回遊行動は厳密にはマルコフ連鎖で表

すことは適切でない。しかし、吸収マルコフ連鎖として

表現することは簡便であり、実用性が高いと考えられる

ため、本稿では推移確率行列に若干の修正を加えること

とした。 

 

 

具体的には、各ブロックにおける吸収確率を立ち寄

り回数に応じた実績値を用いて修正することにした。こ

の結果、図-8に示すとおり、実際の推移とマルコフ連鎖

の考え方に基づいて算出した推移が、ほぼ一致する結果

となっている。また、各地区の来街者一人あたりの平均

立ち寄り回数も、実際の値を再現するものとなっている。 

以下では、修正された推移確率行列を用いて、吸収

マルコフ連鎖の考え方に従って、対象地区内における回

遊行動の概要を再現することにしたい。 

 

   

 

   

 

５．回遊行動の再現 

  

本章では、来街者の回遊行動を吸収マルコフ連鎖の

考え方に基づいて、シミュレーションによって再現する

ことを試みた。シミュレーションのフローは図-10のと

おりである。ここでは、1,000,000サンプルでシミュレ

ーション行い、その結果を表-3に示す。 

 表-3は、回遊行動の開始ブロック別に各ブロックの訪

問確率を示したものである。表中の黒字の数値は表-1の

再掲である。任意のブロックから回遊行動を開始した来

街者が回遊行動中に各ブロックに立ち寄る確率をほぼ一

致しており、回遊行動がほぼ再現されていると考えられ

る。 

 

 

図-7  滞留率の推移の比較 

表-2 各立ち寄り回数終了後に吸収される確率 

図-8  滞留率の推移の比較（修正後） 

図-9  平均立ち寄り回数の比較 

図-10  回遊行動シミュレーションのフロー 



 

 

 
６．社会実験時における回遊行動の推定 

  

2007年10月に実施された交通社会実験では、社会実験

の前後に四条通の柳馬場－富小路間において歩行者交通

量が測定されている。2006年10月1日（日）に測定され

た事前調査結果では、12時～20時までの8時間で47,405

人であり、2007年10月14日（日）の社会実験時では、

同区間の歩行者交通量が50,699人となり6.9%増加した。

この歩行者交通量の増加に着目し、社会実験時における

回遊行動の変化を推定することにした。 

まず、前章で述べたシミュレーション結果より、総

来街者数と四条通の柳馬場－富小路間を通行する可能性

の高いトリップ数との比率を求めた。次に、社会実験時

には大きなイベントは行われなかったから、来街者総数

は大きく増加してはいないと想定するとともに、社会実 

験における歩行環境の改善によって、各立ち寄り行動の

終了後に来街者が帰宅行動を選択し、吸収ノードである

交通結節点に向かう確率が減尐していたと考えた。そこ

で、交通結節点での吸収確率を2.5%ずつ2.5～15%まで

段階的に吸収確率を減尐させ、四条通の歩行者交通量と

の関係を調べた。この結果、吸収確率を7.5%減尐させ

たときが最も整合性の高い結果となった。このとき、来 

 

 

街者一人当たりの平均立ち寄り回数は平常時の3.64回か

ら、3.82回に上昇したことになる。 

次に、社会実験時の回遊行動を推定する。ここでは

ハフモデルを用いた。このモデルの考え方は、„買物客

がある商業集積を選択する確率は、その売場面積に比例

し、そこまでの距離に反比例する‟というものである。

このモデルは元来、小売商圏を示すもので、自宅からの

商業地選択の確率を表現するものである。しかし、商業

地の持つ魅力度を売り場面積、その商業地までの抵抗を

距離で表現する考え方は、回遊行動中においても適用で

きると考えられる。 

 

 

なお、ここでは前述の調査から得られた商業地

選択確率 Pijをもとに λ のパラメータ推計を行った

ところ、交通結節点から商業施設への最初の回遊

行動には λα＝1.9、その後の回遊行動中には λβ＝

1.6 が得られた。来街者が交通結節点から最初の

商業地を選ぶ際は、その後の回遊行動中よりも距

離に対して大きな抵抗を感じているようである。 

さて、本研究では歩行環境の改善によって、来

街者が感じる距離抵抗値 Dij が減尐すると想定し、

社会実験時での歩行者交通量の増加が、この抵抗 

 

表-3  回遊行動の開始地区と回遊行動の拡がりの比較 

… 式（2) 

図-11 想定された抵抗値の削減 

 

表-4  吸収確率と歩行者交通量、立ち寄り回数の関係 

 

表.7 各OD間推移の推計増減率 

 

図-10  回遊行動シミュレーションのフロー 



値が減尐したことによるものであったと考えた。    

そして、歩行環境の改善がなされたと考えられる

OD 間の抵抗値をそれぞれ減尐させた。東西方向

の推移に関しては、四条通における歩行者交通量

の増加率に基づいて 10%、南北方向には、細街路

における歩行者交通量の増加に基づいて 20%、そ

れぞれ抵抗値を減尐させた。D、E、F の域内間の

推移にも、10%の抵抗値の減尐があったと仮定し

た。 

南北 OD 間の移動にも歩行環境の改善がなされ

たから、ハフモデルにおける抵抗値を減尐させた

が、北側地区への回遊行動の拡がりは示されなか

った。これは、社会実験において、南北間の OD

間の移動の増加を期待して歩行環境の改善が行わ

れたが、北側地区での歩行環境改善が十分ではな

く、当該地区に来街者が留まらなかったからでは

ないかと思われる。A⇔D 間や B⇔E 間の移動は

増加しており、南北間の移動は活発になったとい

える。しかし、A、B、C の北側地区では、同ゾー

ン内での移動が減尐している。一方で、南側地区

では東西方向を中心にトリップが増加しており、

同地区内での滞留も増加するなど、地区の活性化

に効果が大きかったと思われる。すなわち、社会

実験のような環境改善では、地区全体の来街者一

人当たりの立ち寄り回数は増加したが、効果の程

度には各ブロックに差があったことがうかがえる。 

 

  

 

７．まとめ 

 

 本研究では、京都市の都心地区を対象として、来街者

へのヒアリング調査に基づいて回遊行動の現状を調べた。

その結果、対象地区における来街者の回遊行動の特性を

把握することができた。 

当該地区では2007年10月にトランジットモールに関

する交通社会実験が実施されたが、その際に地区内の回

遊行動がどの程度増加したかについては十分に把握され

ていなかった。そこで、本研究では、簡便な回遊行動の

推定方法を提案し、これを用いて社会実験時の回遊行動

の変化を推定した。その結果、全体として回遊行動が増

加していたと考えられるが、回遊行動が増加した区域が

あった一方で、逆に減尐した区域があったと推測される。

今後さらに、交通環境の改善と来街者の回遊行動の関係

について分析を行っていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-6 各OD間推移確率の変化 

 

表-5  社会実験による立ち寄り回数の変化 
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